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研究成果の概要： 
 本研究では，(1)1950 年代から 90 年代後半までの教育委員会制度改革，(2)都道府県教
育長人事，(3)2004 年に実施した首長への質問紙調査の分析，の 3 つの実証研究を行った。
いずれの研究からも，戦後日本の教育行政において文部省－県教委－市町村教委－学校と
いう通説的な縦割り集権モデルとは異なる実態があることが明らかとなった。本研究の結
果からは，実際の制度改革でも前提となっている現状認識，すなわち教育委員会制度の存
在が教育行政の縦割り性・集権性を強めているとの理解を修正する必要があることを示唆
している。 
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１．研究開始当初の背景 
 これまで教育行政は，集権性と縦割り性の
強い行政領域であると言われてきた。教育行
政学や行政学においては，文部科学省―都道
府県教育委員会―市町村教育委員会―学校
という上意下達の縦割り的な教育行政シス
テムが確立し，他の行政領域に比べて縦割り
的かつ集権的な構造であるとの理解が通説
的であった。また，地方教育行政の要ともい
うべき教育委員会制度の実態は理念から著

しく乖離しており，機能不全をきたしている
と考えられてきた。教育委員会制度の理念で
ある民衆統制と専門的指導性の抑制と均衡
は形骸化しており，教育委員会の存在はかえ
って文部省を頂点とする上意下達的な縦割
り集権構造を支えてきたとの見方も多い。さ
らに，こうした教育委員会制度の機能不全や
逆機能は文部省が自らの影響力を強化する
ために意図的に制度を改変した結果である
との認識も広く共有されている。こうした認
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識は，現在議論されている教育委員会制度改
革においても多くの論者の間で既に前提と
されている事柄であり，通説的理解といって
も差し支えない。 
 近年の教育委員会制度改革論は，これまで
に幾度となく唱えられてきた教育委員会の
機能強化や活性化ではなく，むしろ必置規制
廃止や役割の縮小といった解体論を主張し
ている点に大きな特徴がある。実際，最近の
教育委員会制度改革をめぐる様々な議論や
提言でも，このような批判は随所に見られる。
そこでは，教育委員会制度の形骸化や弊害が
指摘されるとともに，現在の教育行政システ
ムが縦割りかつ上意下達的であると非難さ
れることが多い。教育行政領域は，制度上首
長から独立した教育委員会が存在している
という意味で法制度的に分立的であるが，実
態としてもそうした印象が強く語られてき
た。また，こうした前提は教育行政学あるい
は行政学でも幅広く共有されてきた。 
 しかし，こうした認識は果たして戦後日本
の教育行政の実態を適切に理解していると
言えるのであろうか。こうした関心から本研
究は，教育委員会制度の機能不全と教育行政
の縦割り性の強さを強調する通説的認識に
関して，実証的な観察に基づく検討を行うこ
とを意図した。 
 
２．研究の目的 
 本研究は，教育委員会制度の機能不全と教
育行政の縦割り性の強さを強調する通説的
認識に関して，実証的な観察に基づく検討を
行うことを目的とした。特に，実証分析を通
じて次の２点を検討することを具体的な目
的とした。 
 第１に，教委制度の存在が実態として首
長・議会の行動や影響力をどの程度制約して
きたのかを，経験的なデータから分析するこ
とである。具体的には，首長への質問紙調査
の解析と，教育長人事をめぐる政治過程の事
例分析などから，首長や議会の意識・行動が
教委制度の存在によってどのように制約さ
れてきたのかを，量的・質的分析の両面から
検討した。 
 第２の目的は，教委制度は形骸化や弊害を
指摘されながら，なぜ半世紀にわたり存続し
てきたのかという問いに対し，通説とは異な
る新たな見解を提示することである。従来，
教委制度は文科省が地方を統制するため機
能したとして，専ら文科省の意図が強調され
てきた。本研究はその認識を共有しつつも，
しかし首長・議会や総務省にとっても教委制
度の存在はメリットが大きかったのではな
いかということを論証した。またこの作業を
通じて，教委制度が無条件に総合行政を妨げ
る存在ではないことを明らかにしようとし
た。具体的には，80 年代と 90 年代の教委制

度改革の政治過程を比較し，これらの教委制
度改革では文科省のみならず，旧自治省や首
長・議会の利益・意図が大きく影響したこと
を明らかにするとともに，首長への質問紙調
査の分析からもこうした仮説の妥当性を検
証した。 
 
３．研究の方法 
 研究は大きく分けて，①首長アンケート調
査の計量分析，②教委制度改革の政治過程に
関する質的分析，③都道府県教育長人事の実
証分析，という３つのテーマの分析を行った。 
 まず，①のアンケート調査については，平
成 16 年度に研究代表者が企画・実施に携わ
った全国の知事・市町村長への調査（文部科
学省委嘱研究）について，そのデータを単純
集計，ロジスティック分析，順序プロビット
分析等の計量的手法によって分析し，どのよ
うな首長が教委制度に対して制約を感じて
いる（または感じていない）のか，また教委
制度改革に対する首長の意見を規定する要
因は何なのか，といった問いを検討した。こ
れらの分析を通じて，教育委員会の存続（あ
るいは廃止）を志向している首長の特徴を明
らかにした。また，アンケート調査はあくま
で 2004 年時点でのデータであり，この知見
を時系列的に検証するため，鍵になる変数に
ついて過去のデータを収集し，アンケート調
査の分析での知見が時系列的に妥当性を持
つのかについて検討した。 
 次に②の教委制度改革の政治過程に関す
る質的分析については，最近の教委制度改革
をめぐる事例を比較検討することを目的と
した。具体的には，1950 年代の地教行法制
定，1988 年に国会に提出され廃案となった
地教行法改正案，1990 年代後半の地方分権
改革での政治過程をそれぞれ比較し，50 年代
と 90 年代ではなぜ制度改革に成功し，80 年
代は失敗したのか，その理由を比較検討した。 
 50 年代については，既に詳細な先行研究が
存在しており，これら資料を参照した。80
年代の改革については，新聞記事と国会の議
事録等の検索・収集を行った。 
 90 年代の分権改革時のデータについては，
地方分権推進委員会の議事録や，新聞記事，
改革の当事者が記した論文や記録などを国
立国会図書館等で収集した。 
 ③都道府県教育長人事の実証分析につい
ては，計量分析と質的分析の両方を実施した。
計量分析については，先行研究および研究代
表者が収集したデータをもとにロジスティ
ック回帰分析等の多変量解析を行い，いかな
る場合に中央省庁出身の教育長が就任する
のかを統計的手法を用いて推定した。 
 次に事例研究については，収集したデータ
と計量分析の結果から，教育長人事と他の県
幹部職人事との関連があるのではないかと



 

 

いうことを推測した。そこで幹部職人事につ
いての詳細な資料が存在する 1980 年代半ば
以降を対象に，中央省庁出身教育長が就任し
た都道府県のすべてについて，その前後の時
期の他の幹部職人事を，『日経地域情報』や
先行研究などのデータ，新聞記事等から調査
した。 
 
４．研究成果 
 本研究で明らかになったことを要約する
と，以下の３点にまとめられる。なお，本研
究の成果は追って研究書としてまとめるこ
とを計画している。 
１．教育委員会制度改革の政治過程を検討し，
改革において従来言われているほど文部省
の影響力が強くなかったことを指摘した。ま
た改革の成否は文部省だけでなく，自治省や
地方六団体の同意が得られたかどうかによ
って規定されていることを明らかにした。文
部省などの教育下位政府と同等またはそれ
以上に，自治省・地方六団体など地方自治下
位政府の影響力が強く，また 1950 年代から
現在まで一貫してそれが続いてきたことを
明らかにした。 
２．中央省庁から都道府県教育長への出向人
事を実証的に分析し，任命承認制の存在とは
逆に，文部省から教育長への出向が他の行政
領域における中央省庁から県部長のそれよ
りも少ないことを明らかにした。さらに教育
長人事でも自治省や首長の影響力が大きい
ことを計量分析と事例分析から示した。 
３．自治体首長への質問紙調査の分析から，
教育委員会制度改革への政策選好（存続か廃
止か）が，教育委員会制度への評価だけでな
く，首長の政治的安定性や首長―議会関係と
いった政治的要因によって強く規定されて
いることを発見した。この結果から，教育委
員会制度廃止論の背景として地方政治の態
様とその変容があったと推察される。 
 以上から，戦後日本の教育行政において文
部省－県教委－市町村教委－学校という通
説的な縦割り集権モデルとは異なる実態が
あったといえる。教育委員会制度の存在が教
育行政の縦割り性・集権性を強めてきたとい
う伝統的な理解を修正する必要があること
を示唆した。 
 
 以下では，個別の実証分析や理論的検討に
ついて，詳しくその成果を述べておく。 
 まず，３つの実証分析の背景にある問題関
心としては，第１に，教育委員会制度の存在
は教育行政の集権性・縦割り性を強めてきた
のか，第２に，教育委員会制度の存在は誰に
とっての利益に適っていたのか，そして第３
に，教育委員会制度は本当に形骸化していた
といえるのか，という点にある。こうした点
を具体的に検証するために，次の２点を本研

究の問いとして設定した。第１に，教育行政
は首長部局が所管する他の行政領域と比較
して縦割り性が強い行政領域なのか，もしそ
うであるならば，それは教育委員会制度の存
在が原因なのか，ということである。第２に，
教育委員会制度はこれまで形骸化・機能不全
が指摘され続けてきたにもかかわらず，なぜ
現在に至るまで安定して存続してきたのか，
という問いである。 
 こうした問いを検討するため，実証分析は
地方分権改革の前後を境として，それぞれ制
度改革と制度の下での運用実態について分
析を行った。 
 まず，地方分権改革以前の時期に関しては，
２つの事例を素材として取り上げた。一つは，
教育委員会制度改革をめぐる政治過程の分
析である。地教行法成立から現在に至るまで
の間，幾度かにわたって教育委員会制度の改
革が試みられてきた。いずれも，自治省や地
方六団体が改革の帰結に大きな影響を及ぼ
したことを明らかにした。これまで教育委員
会制度の存在は縦割り的な教育行政を助長
し，文科省の影響力を強めていると考えられ
てきた。そのため，あたかも文科省が自らの
影響力確保を狙って意図的に教育委員会制
度をデザインしてきたかのような印象を持
たれてきた。しかし，そうした印象とは異な
り，教育委員会制度のデザインそれ自体がそ
もそも縦割り的な政策決定ではなかったこ
とを明らかにした。 
 もう一つの事例は都道府県教育長の人事
である。特に，中央省庁から都道府県教育長
への出向人事に着目して，他の行政領域にお
ける出向人事との比較分析を行った。教育長
の人事は，地方分権改革までは任命承認制と
いう特殊な制度が存在しており，集権性・縦
割り性の強いしくみであった。ここでは中央
省庁から都道府県教育長への出向人事を量
的・質的両面から分析し，中央省庁から教育
長への出向人事は，他の行政領域の出向人事
に比べて非常に少ないことを明らかにした。
つまり，教育長任命承認制という地教行法の
「特例」的性質が必ずしも縦割り性の強さと
は直結していないことを論証した。 
 さらに，地方教育行政で最も影響力の大き
いアクターといえる教育長の人事において，
文科省や教委の影響力が大きいわけではな
く，むしろ首長の意図が大きいことを明らか
にした。 
 地方分権改革以後については，2004 年に筆
者が行った自治体首長への質問紙調査を中
心に検討を加えた。 
 まず，首長へのサーベイ・データをもとに，
どのような首長が教育委員会制度の存続を
志向しているのか，あるいは廃止を望んでい
るのかを，計量分析により明らかにした。 
 分析結果から，教育委員会制度が機能して



 

 

いるか否か，あるいは首長の政策選好といっ
た要因以上に，首長を取り巻く政治的要因に
よって教育委員会制度に対する態度が規定
されていることがわかった。つまり，教育委
員会制度がこれまで存続してきた背景とし
て，地方政府内部の政治的要因が重要である
ことが推論された。 
 そこで，サーべイ・データの分析とは別に，
戦後の知事と議会との関係を時系列的に観
察した。サーベイ・データの分析と戦後の地
方政治の変化を照合すると，教育委員会制度
の廃止を志向する方向に地方政治が徐々に
変化していることが推論された。またこうし
た知見は，個別の事例（蜷川府政下の京都府）
や，90 年代以降の教育委員会制度廃止・見直
し論との高まりといった現象とも符合して
いた。 
 また，上記とは別の分析として，サーベ
イ・データをもとにした単純集計から，分権
改革後の地方教育行政の影響力構造を分析
した。ここでは，教育行政における首長の影
響力は他の行政領域と比較して決して小さ
くないことが明らかになった。また，地方教
育行政において教育長は極めて重要な役割
を果たしているが，首長が教育長人事に関し
て最も影響力を持っており，首長と教育長の
連携によって，多くの場合は縦割り的という
よりも総合調整的な政策決定が行われてい
ることも明らかとなった。 
 以上の結果から得られる本研究の含意と
しては，実際の制度改革でも前提となってい
る現状認識，すなわち教育委員会制度の存在
が教育行政の縦割り性・集権性を強めている
との理解を修正する必要があるのではない
か，という点があげられるだろう。 
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